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掛川市教育委員会公告

掛川市南体育館条例施行規則（平成25年掛川市教育委員会規則第５号）第４条の規定により、指

定管理者の指定について次のとおり公告する。

平成25年12月26日

掛川市教育委員会

１ 管理を行わせる施設の名称及び所在地

掛川市南体育館

掛川市大渕14234番地の１

２ 管理の基準及び業務の範囲

掛川市南体育館指定管理者募集要項（別紙１）及び掛川市南体育館管理運営業務仕様書（別紙

２）のとおり

３ 指定をする予定期間

平成26年４月１日から10年以内で教育委員会が適当と認める期間

４ 申請の方法

別紙掛川市南体育館指定管理者募集要項のとおり



別紙１

掛川市南体育館指定管理者募集要項

平成２５年１２月

掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係
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次のとおり、掛川市南体育館の管理運営にあたり、指定管理者を募集します。

１ 指定管理者の募集

掛川市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項、掛川市南体育館条例（平成25年条例第32号）第４条第１項の規定により、掛

川市南体育館の管理運営業務を行う指定管理者を募集します。

２ 施設の管理運営方針及び指定管理者に期待する役割

市民の健康づくりやスポーツ活動への参加を促進し、心身の健全な発達、健康の維持及び体

力の向上を図り、豊かで充実した生活の実現に貢献すること、及び市民満足度を最大化させる

サービスの提供により収入増を図り、収入額が施設の管理運営経費と限りなく均衡することが

本施設の管理運営方針です。

この方針の具現化のため、指定管理者がこれまで培ってきた経験及び技術等が最大限に発揮

される積極的な事業展開を期待します。

３ 管理運営の対象施設

(1)施設の名称及び所在地

掛川市南体育館 掛川市大渕１４２３４番地の１

(2)施設概要

①敷地面積 １５，７７８㎡

②建築面積 ２，８１９㎡

③延床面積 ３，３８４㎡

④主要体育施設

・アリーナ（１，３８３㎡）

バレーコート３面・バスケットコート２面・バドミントンコート８面

・体力測定室（３０３㎡）

・トレーニング室（１１４㎡）

・２階観覧スペース（４５６㎡）

⑤その他主要設備等

・太陽光発電設備

・非常用発電設備

・受水槽

・防災用井戸

・防災倉庫

・駐車場

・駐輪場

・芝生広場

・屋外トイレ

４ 指定管理期間

応募者が、自ら策定した事業計画書の内容に整合する指定期間を、最長１０年以内で提案し
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てください。

なお、正式には教育委員会が承認した事業計画に基づいて決定します。

５ 業務要求水準

教育委員会が求める指定管理の業務要求水準は、別冊「業務仕様書」のとおりです。

６ 指定管理者が行う管理運営の業務内容

掛川市南体育館条例（以下「条例」という。）、同施行規則（以下「規則」という。）、その他

教育委員会が定めるところに従い、指定管理者が自ら事業計画を策定し、教育委員会の承認を

得た後、当該計画に基づいて施設の管理運営に必要な全ての業務を行ってください。

なお、業務内容の詳細は別冊「業務仕様書」のとおりです。

(1)指定管理料

利用料収入及び自ら行う事業収入により全ての経費を賄うことが基本ですが、指定管

理者は、自ら提案する事業計画の内容及び収支計画書に整合する指定管理料の額を提案

してください。

なお、指定管理業務の実績により生じた赤字（損失）については、教育委員会は補塡

しません。

ただし、次の経費は教育委員会が負担します。

①現状の機能を回復するための修繕で１件１０万円以上の修繕費用

（グレードアップは含まない。）

②建物の躯体、防水、外装及び基幹的な設備等の改修整備費用

③地震その他災害発生時の復旧費用

④教育委員会が政策的意図に基づき、施設の管理運営に関する指定管理者の裁量を

制限する場合の影響相当額

※参考 平成２６年度当該施設の管理運営費見込み額 ３８，０５０千円

(2)独立採算制による管理運営への移行の検討

教育委員会は、管理運営業務の開始後、施設の収支状況を評価し、収支均衡が図ら

れると判断するときは、指定管理者と指定管理料の減額について検討します。

さらに、収入額が支出額を上回ると判断するときは、指定管理料の支出を取り止め、

独立採算制による管理運営への移行を検討します。

(3)施設設備等に対する指定管理者の投資

施設の設置目的が損なわれない範囲で、利用者のサービス向上のために施設の新築、

増改築及び機械設備の充実等、教育委員会が承認した事業計画に基づき、指定管理者自

ら投資を行うことができます。

これによって形成された資産は、指定管理期間満了時或いは指定管理者交代時に、譲

渡、残存価値による買い取り、撤去等の処理を行いますが、これについては、投資に関

する事業計画が提出された際に事前協議し、取り扱いを決めておくこととします。

なお、指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理者が交代する場合には、教
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育委員会は事前協議の結果に関係無く残存価値による買い取りを行いません。

(4)開館時間及び休館日

条例及び規則で、原則的な開館時間及び休館日を規定していますが、これを指定管理者

が自ら策定した事業計画書に整合する内容で再設定し、教育委員会の承認を得て変更する

ことができます。

※条例及び規則で規定する開館時間及び休館日

①開館時間

午前９時から午後９時３０分

②休館日

月曜日（休日を除く。）及び１２月２８日から翌年の１月３日まで

(5)禁止事項

次の事項については、禁止します。

①教育委員会の承認がない事業計画の実施

②公の秩序又は善良な風俗を乱す恐れがあると認められる行為

③集団的又は常習的に暴力的不法行為を行う恐れがある組織の利益になると認めら

れる行為

④その他掛川市南体育館の使用を不適当と認めるとき

(6)区分会計の独立

指定管理者は、施設の管理運営に関する経理について、自身の団体と独立した会計帳

簿等を作成するものとします。

(7)地震その他災害発生時の取り扱い

当該施設は、地震その他災害発生時の防災拠点となっていますので、有事の際は教育

委員会が施設を優先利用します。

また、指定管理者には、防災拠点としての機能発揮及び運営について、最大限の協力

をしていただくことになります。

なお、協力に要した費用については、教育委員会と指定管理者が協議の上、適当と認

められる費用について、教育委員会が負担します。

７ 利用料金及び自主事業収入

(1)利用料金収入

教育委員会が条例に定めた利用料金に基づき得た料金は、指定管理者の収入とします。

ただし、条例に定める利用料金は上限であり、それ以内ならば教育委員会の承認に基

づき、指定管理者が料金の設定を行うことができます。

なお、別に定める「掛川市南体育館利用料金減免要綱」に基づき、利用料金の徴収を

免除した場合は、その免除分の全額を教育委員会が負担します。
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(2)自主事業収入

自主事業の料金設定は、指定管理者が自ら事業計画の中で定め、教育委員会の承認に

基づき設定することができます。その事業収入は、指定管理者の収入とします。

（参考例）

①教室等事業収入

②興行等事業収入

③物販事業収入（販売、自動販売機等）

８ 応募資格

(1)個人ではなく、法人又はその他の団体（以下「団体」という。）であることが必要です。

(2)複数の団体がグループを構成して応募することは可能です。この場合、当該施設の管理

運営コンソーシアムを設立し、構成団体でコンソーシアム協定を締結してください。

(3)次の各号に該当する団体（コンソーシアムの構成員も含む。）は応募できません。

①会社更生法、民事再生法の規定に基づき更生又は再生の手続きをしている団体

②地方自冶法施行令第167条の４の規定により本市の一般競争入札の参加を制限されてい

る団体

③国税及び地方税を滞納している団体

(4)複数の団体がグループを構成して応募する場合は、次の事項に留意してください。

①コンソーシアム協定で選出された代表団体が、応募に関する全ての事務を行ってくだ

さい。

②コンソーシアムには名称を付け、その名称で応募してください。

③１３の提出書類の(2)及び(5)から(8)については、構成員全員がそれぞれ提出してくだ

さい。

④コンソーシアムの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で応募するこ

とはできません。

⑤コンソーシアム協定書に規定される事項は、別冊様式集の「指定管理業務に関するコ

ンソーシアムの考え方について」を参照してください。

９ 募集要項の配布

(1)配布期間等

①期間：平成２５年１２月２６日（木）から平成２６年１月２４日（金）まで

②時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで
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③土日祝日及び年末年始の休日（１２月２９日から１月３日）は、庁舎南玄関守衛室で配

布します。

(2)配布場所

掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係（市庁舎南館２階）

(3)配布方法

配布場所に来所、又は掛川市ホームページからダウンロードしてください。

郵送での配布は行いません。

１０ 募集説明会の開催

(1)開催日時等

日時：平成２６年１月１６日（木） 午後１時３０分から

場所：掛川市役所４階会議室１－Ｃ

内容：募集要項等の内容説明及び質疑応答

(2)申込方法

参加を希望する場合は、募集説明会参加申込書（様式４）に記入の上、掛川市教育委員

会 社会教育課 スポーツ振興係（市庁舎南館２階）へ持参、郵送、ファクシミリ又は電

子メールにより送付してください。

なお、参加人数については、１申請者につき２人までとします。

(3)申込期間

平成２５年１２月２６日（木）から平成２６年１月１５日（水）まで

申込書を持参される場合は、午前８時３０分から午後５時１５分までにお願いし

ます。（※土日祝日及び年末年始の休日（１２月２９日から１月３日）は除く）

１１ 質問の受付

(1)受付方法

質問票（様式５）に記入の上、掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係（市庁

舎南館２階）へ持参、郵送、ファクシミリ又は電子メールにより送付してください。

(2)受付期間

平成２５年１２月２６日（木）から平成２６年１月２０日（月）まで

質問票をご持参される団体等は、午前８時３０分から午後５時１５分までにご持参く

ださい。（※土日祝日及び年末年始の休日（１２月２９日から１月３日）は除く）
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(3)回答方法

掛川市ホームページで回答を公開するとともに、全ての募集説明会参加団体に対し電

子メールにて回答を送付します。

１２ 申請書の受付

(1)提出方法

掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係（市庁舎南館２階）に提出してくだ

さい。ファクシミリ、電子メールでの提出はできません。

(2)受付期間

平成２６年１月６日（月）から平成２６年１月２４日（金）まで

受付時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで

※①郵送の場合は、平成２６年１月２１日（火）必着

※②土日祝日は、庁舎南玄関守衛室で受付します。

(3)受付場所

掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係（市庁舎南館２階）

(4)提出書類の部数

正本１部、副本１０部（副本は写しで可）。

１３ 提出書類

提出書類は、証明書を除きＡ４判を原則とします。

なお、様式については掛川市ホームページからダウンロードできます。

(1)指定管理者指定申請書（掛川市南体育館条例施行規則様式第１号）

(2)団体概要書（様式１）

(3)事業計画書（様式２）

(4)施設の管理運営に関する業務の収支計画書（様式３）※応募者が提案する指定管理期間分

(5)定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類の謄本

(6)指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書

(7)法人等にあっては直近３ヵ年度における事業報告書、貸借対照表、損益計算書（販売費及

び一般管理費の明細があるもの）及び株主資本等変動計算書。法人以外にあっては、直近

３ヵ年度における収支計算書

(8)法人にあっては、当該法人の登記簿謄本

(9)直近１年間の国税（法人税、消費税及び地方消費税）、法人市県民税の納税証明書

(10)グループで応募する場合は、コンソーシアム申請構成表（様式６）

(11)グループで応募する場合は、コンソーシアム協定書（様式自由。ただし、「指定管理業務」

に関するコンソーシアムの考え方についてを参照）
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１４ 指定管理者候補者の選定

(1)選定方法

指定管理者候補者の選定にあたっては、掛川市指定管理者候補者選定委員会において、

応募者から当該施設の管理運営に対する企画を提案していただき、その中から最も優れた

提案をしていただいた応募者を指定管理者候補者として選定します。

(2)選定基準

指定管理者候補者の選定にあたっては、総合的に審査し、最も適当と認める団体を指

定管理者候補者として選定します。

①応募者の経営実績について

・これまでの団体等の経営実績はどうか。

また、その実績、経験・技術の蓄積が積極的に反映されている事業計画の内容か。

②収支の試算内容について

・収支予測、収入構造等試算条件等は妥当か。

③応募者の能力

・事業計画書の内容を確実かつ安定して履行するための物的・人的能力を有しているか。

１５ 選定結果の通知

申請者あてに、平成２６年２月７日付けで通知します。

１６ 指定管理者の指定

指定管理者候補者に選定された団体については、平成２６年２月の掛川市議会定例会におい

て議決（議決予定日 平成２６年３月２４日（月））を経た後に、指定管理者として指定します。

１７ 協定書の締結

議会の議決により指定管理者として指定された後、協定を締結します。

(1)包括協定

指定管理期間中を包括し、教育委員会が承認した事業計画に基づき、包括協定を締結

します。

(2)単年度協定

毎年度、教育委員会が承認した事業計画書に基づき、単年度協定を締結します。
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１８ 留意事項

(1)申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。

(2)申請者に対して、提出された書類の内容について説明を求めることがあります。

(3)提出された書類の内容を変更することはできません。

(4)次に掲げる場合に該当したときは、当該申請は失格又は無効とします。

①提出された書類に虚偽の記載があったとき。

②申請者による業務履行が困難であると判断される事実が判明したとき。

③記載すべき事項の全部または一部が記載されていなかったとき。

(5)提出された書類は、返却しません。

１９ 責任分担

教育委員会と指定管理者の責任分担は、別添「業務仕様書」のとおりです。

２０ 再委託の取り扱い

(1)全部委託の禁止

指定管理者は、受託業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできませ

ん。

(2)部分委託の取り扱い

施設の管理運営を効率的・効果的に行う上で必要と判断される業務は、業務の一部を

第三者に委託することができます。

(3)協働型の部分委託の促進

業務の部分委託を行う際、施設の特定利用団体や支援組織等が「自らの活動の場は自

らの手で」という協働の精神に立脚して施設管理業務に参画する意思がある場合は、積

極的に当該団体等に対し部分委託することとします。

また、教育委員会は市民協働を推進する観点から、協働型の部分委託について、受託

者として適格な者を推薦し、受託について協力を求めることがあります。

(4)多様な担い手の育成

指定管理者は、サービスの向上や事業の実施等について、市民、ボランティア及び

ＮＰＯ等の参画機会を積極的に確保してください。

２１ 違約金

安定かつ適切な施設の管理運営を確保するため、指定管理者が正当な理由がなく施設の管理

運営を実施しない等の理由で指定を取り消されたときや、指定管理者の自己都合により指定管

理期間満了前に撤退したときは、教育委員会は指定管理者に対し違約金を請求します。
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(1)違約金の額は、前年度の年間施設管理運営費決算額を１２で除し、１ヵ月分の概算施設管

理運営費を算出した上で、その４ヵ月分に相当する額とします。

なお、算出額に千円未満の端数が生じる場合は、切り捨てるものとします。

新設施設については、推定される年間施設管理運営費を基礎とします。

（例）平成２６年度 当該施設の管理運営費見込み額 ３８，０５０，０００円

３８，０５０，０００円÷１２ヵ月×４ヵ月≒１２，６８３，０００円

(2)納入期限は、教育委員会から違約金の請求があった日から３０日以内とします。

２２ 損害賠償責任

(1)指定管理者は、次のいずれかに該当したときは、その損害を賠償することになります。

なお、この場合において違約金の額を超えて教育委員会に損害が発生した場合は、教育

委員会は指定管理者にその賠償金を追加請求します。

①当該施設の管理運営の実施に関し、指定管理者の責めに帰すべき理由により、教育委

員会又は第三者に損害を与えたとき。

②教育委員会が、地方自治法第244条の２第11項の規定により、指定管理者とする指定を

取り消し、又は期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合に

おいて、教育委員会に損害を与えたとき。

③指定管理者の自己都合により指定管理期間満了前に撤退し、教育委員会に損害を与え

たとき。

(2)前記(1)の②及び③の場合の損害賠償の金額は、前年度の年間施設管理運営費決算額を

３６５日で除し、１日当たりの概算施設管理運営費を算出した上で、次の指定管理者が

決定するまでの期間（日数）を乗じた額とします。

また、この日数を算出するにあたり、次の指定管理者が決定するまでの期間中に休館

日等が含まれていても、１日として参入するものとします。

なお、算出額に千円未満の端数が生じる場合は、切り捨てるものとします。

新設施設については、推定される年間施設管理運営費を基礎とします。

（例）平成２６年度 当該施設の管理運営費見込み額 ３８，０５０，０００円

指定管理者が撤退し、次の指定管理者が決まるまでの期間が１００日だった場合

３８，０５０，０００円÷３６５日≒１０４，０００円

１０４，０００円×１００日≒１０，４００，０００円

(3)教育委員会は、施設設置者の責任において、火災のほか必要な損害賠償等の保険に加入

します。

(4)指定管理者は、教育委員会の損害賠償に対応できるような賠償資力を確保するため、適

切な保険に加入してください。

(5)指定管理者は、地方自治法第244条の２第11項の規定により、指定の取り消しを受け、又

は期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じられた場合において、教

育委員会に対してその損害を請求することができません。
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２３ 事業実施状況の評価及び協議

教育委員会は、市民満足度の高い効率的・効果的な施設の管理運営を確保するため、業務仕

様書に定める要求水準の達成状況を定期的に評価するとともに、年度終了時には総合的に指定

管理業務の評価を行います。

評価結果が思わしくない場合は、教育委員会は改善等必要な指示を行います。指定管理者が

これに従わない場合や、事業計画書の内容の履行を怠ったと評価されるときは、指定管理業務

の停止や指定の取り消しを行います。

また、施設の管理運営上、解決すべき懸案事項がある場合は、その都度、指定管理者と協議

します。

なお、評価結果は市ホームページ等で情報公開します。

(1)年度終了時に、事業報告書の提出を義務づけます。

(2)基本４ヵ月ごとに、仕様書に定める要求水準の達成状況の報告を義務づけます。

また、施設の月間利用者数等は毎月の報告を義務づけます。

(3)年度途中においても、教育委員会が必要と判断した時には、指定管理者に管理運営状況

や収支状況等に関して報告を求めます。

(4)教育委員会は、指定管理者からの各種報告の内容を確認し、必要な措置を行います。

また、定期又は随時に担当職員による現地調査を実施し、指定管理者への指示、協議

等を行います。

(5)指定管理者には、教育委員会からの指示や評価結果に基づく自律的な改善を求めます。

(6)施設において災害、事件・事故等があった場合の報告は、最大限の迅速・正確性を求め

ます。

また、事件・事故等の検証結果から、その後の危機管理体制の見直し・確立等を含む再

発防止策の報告を求めます。

２４ 業務の引き継ぎ等について

(1)指定管理期間の終了、若しくは指定の取り消しにより次の指定管理者に引き継ぐ場合は、

円滑かつ支障なく引き継ぎができるよう協力していただきます。

２５ 関係法規の遵守

業務を遂行する上で、以下の法規を遵守しなければなりません。その他関係する法規がある

場合は、それらも遵守することとします。

(1)地方自治法

(2)個人情報の保護に関する法律

(3)掛川市南体育館条例

(4)掛川市南体育館条例施行規則

(5)掛川市情報公開条例

(6)掛川市個人情報保護条例

(7)掛川市環境基本条例
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(8)掛川市会計規則

(9)その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等

２６ スケジュール

(1)募集要項の配布 平成２５年１２月２６日（木）～平成２６年 １月２４日（金）

(2)募集説明会の開催 平成２６年 １月１６日（木）

(3)質問の受付 平成２５年１２月２６日（木）～平成２６年 １月２０日（月）

(4)申請の受付 平成２６年 １月 ６日（月）～平成２６年 １月２４日（金）

(5)選定委員会の開催 平成２６年 １月２９日（水）

(6)選定結果の通知 平成２６年 ２月 ７日（金）

(7)指定管理者の指定 平成２６年 ３月 末日

(8)協定書の締結 平成２６年 ４月 １日（火）

２７ 問い合わせ先

掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係（庁舎南館２階）

〒４３６－８６５０ 静岡県掛川市長谷一丁目１番地の１

電話 ０５３７－２１－１１５９

ＦＡＸ ０５３７－２１－１２２２

電子メール sports@city.kakegawa.shizuoka.jp

担当 松本好道



様式第１号（第５条関係）

掛川市南体育館指定管理者指定申請書

平成 年 月 日

掛川市教育員会 様

所在地

申請者 団体名

代表者氏名

掛川市南体育館の指定管理者の指定を受けたいので、掛川市南体育館条例施行規則第５条第

１項の規定により、申請します。
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様式１

団体概要書

団体名

代表者名 設立年月日

所在地

資本金又は基本財産 従業員数

電話番号 ＦＡＸ番号

電子メ―ル

担当部署名 担当者名

直近決算年度の財務状況（単位：千円）

総収入 総支出 当期損益 累積損益

同様又は類似施設の管理運営実績

施設名 所在地 主な業務内容 管理運営期間
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様式２

事業計画書

団体名

１ 指定管理に対する意欲、抱負、理念について

２ 市の業務要求水準を達成する方策について

(1)サービス内容に対する満足度を高める具体的な方策について

(2)従業員の応対（接遇）に対する満足度を高める具体的な方策について

(3)施設の安全対策に対する満足度を高める具体的な方策について

（事故防止、情報管理、法令遵守のほか、有事の際の危機管理対策など）

(4)施設の美観・清潔感に対する満足度を高める具体的な方策について

(5)上記(1)～(4)や人材育成を含め、施設の管理運営全体の満足度を高める方策について

３ 応募者の経営実績を反映させる方策について

(1)応募者が蓄積している特徴的な実績、経験、技術について

(2)上記(1)を反映させた具体的な自主事業の提案について

４ 収支の試算内容について

(1)収支計画の妥当性について

（収支予測、施設貸し・時間貸し及び自主事業収入の予測、試算条件など）

(2)管理運営経費の削減の具体的な方策について

５ 施設の管理を安定して行う物的能力及び人的能力について

(1)管理体制及び人員配置について（組織図等添付）

(2)団体等の財務状況の健全性について

（過去３ヵ年の、流動比率、固定長期適合率、自己資本比率などの数値）

※用紙サイズはＡ４縦とし、ページ数については制限ありません。
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様式３

施設の管理運営に関する業務の収支計画書

団体名

１ 収入計画 （単位：千円）

区 分 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

指定管理料

施設利用収入

自主事業収入

合計

２ 支出計画 （単位：千円）

区分 内訳 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

人件費 給料

小計

管理費 委託料

修繕費

光熱水費

小計

事務費 通信費

印刷費

文具消耗品費

会議費

労働保険

小計

その他諸経費

合計

３ 上記１及び２のうち、自主事業の収支計画 （単位：千円）

NO 事業名 事業内容 収入額(Ａ) 支出額(Ｂ) 収支(Ａ)-(Ｂ)

(1)年度欄や内訳欄は適宜追加してください。

(2)積算内訳を、支出内訳ごとに別紙（様式は任意。ただし、Ａ４判とする。）に示してくだ

さい。

(3)記入の金額は、指定管理料などの基礎になります。
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様式４

募集説明会参加申込書

平成 年 月 日

掛川市教育委員会 様

指定管理者募集説明会への参加を下記のとおり申込みます。

団 体 名

所 在 地

代表者氏名

参加者

（担当者）

氏 名

部 署

電話番号

ＦＡＸ番号

電子メール

参加者
氏 名

部 署
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様式５

質 問 票

平成 年 月 日

掛川市教育委員会 様

指定管理者募集に関して質問があるので、質問票を提出します。

質

問

者

団体名

部 署

担当者氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

電子メール

【質問内容】
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様式６

コンソーシアム申請構成表

1 団体名（代表団体）

所在地

代表者氏名

主に担当する業務

2 団体名

所在地

代表者氏名

主に担当する業務

3 団体名

所在地

代表者氏名

主に担当する業務

4 団体名

所在地

代表者氏名

主に担当する業務

5 団体名

所在地

代表者氏名

主に担当する業務
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※参考資料

「指定管理業務」に関するコンソーシアムの考え方について

この指定管理業務において、コンソーシアムの運営に当たっては、次の事項を参考として円

滑な事業運営を図ること。

○コンソーシアムの運営に当たっての例示的指針

１ 趣旨

コンソーシアムは、二以上の者によって、企業の経営支援を連携・協力して行うことを目的

に、業務の安定的推進に共同して当たることを約して自主的に結成されるものであり、組織風

土、経営方針、経験等の異なる複数の構成法人によるコンソーシアムの運営が構成法人相互の

信頼と協調に基づき円滑に行われることが不可欠である。

本指針は、コンソーシアムが構成法人の信頼と協調をもとに円滑に運営されるよう、その実

施体制、管理体制、責任体制その他基本的な運営の考え方を示したものであり、個別のコンソ

ーシアムにおいてそれぞれ事業の規模・構成法人数等その実情に合わせて策定することが基本

とされる規則等の決定に当たっての考え方を示し、運営に係るトラブルの未然防止及び運営の

円滑化に資することを目的とする。

２ 運営委員会

運営委員会は、コンソーシアムの運営に関する基本的かつ重要な事項を協議決定する最高意

思決定機関であり、この場合においては、構成法人全員が十分に協議したうえで業務の完了に

向けての公正妥当な意思決定が行われる必要がある。その際、代表法人の独断・専行等の弊害

を誘発し、コンソーシアムの円滑な運営を確保するうえでの前提である構成法人間の信頼と協

調が損なわれることのないよう、各構成法人を代表する運営委員への適切な権限の付与、適正

な開催時期・手続きの採用及び付議すべき事項の整理等についての合意形成がなされていなけ

ればならない。

(1)運営委員会の設置

運営委員会は、原則として次に掲げる事項について協議決定する機能を有するものとする。

①事業申請書の作成

②協定書の作成

③委託金額の見積

④規則等の作成

⑤業務編成の作成

(2)運営委員会の委員のあり方

運営委員会の委員については各構成法人の立場を代表し得る者をもって充てることとする。

また、運営委員会の構成は、権限と責任を有する運営委員及び構成委員間での連絡を円滑に

図るための幹事を各構成法人がそれぞれ１名ずつ配置し、互選により選任された運営委員が運

営委員会の委員長となることを原則とする。
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(3)開催時期・手続き

運営委員会は、(1)に掲げる事項について協議決定する場合のほか、下記(4)に掲げる事項に

ついて協議する必要が生じたときに開催するものとする。

開催手続きは、原則として委員長が必要に応じて招集するものとするが、公平性の観点から

他の委員からも招集できる制度を確立しておく必要があり、これらの一切の手続きについては、

運営委員会規則に明記しておくものとする。

(4)付議事項

運営委員会は、業務の円滑な遂行を図る意味から、コンソーシアムの運営に係る次に掲げる

基本的かつ重要な事項をその付議事項とする必要がある。

なお、これら運営委員会の意思決定についての決裁方法については、予め運営委員会規則に

定めておくものとする。

①組織・編成及び業務遂行の基本に関する事項

②決算書に関する事項

③業務内容の変更等の承認に関する事項

④その他付議を要すると認められる事項

３ 規則等による円滑な運営の確保

コンソーシアムの組織が効果的に働き、円滑かつ効率的な共同事業の実施を確保するために

は、運営委員会組織が整備され、各々その機能が十分に発揮されるとともに、構成法人が密接

な連携を保つことが必要である。

このため、公正性、効率性、協調性各々の観点から、業務の処理についての構成法人間の合

意を規則等として明文化することにより、全ての構成法人が信頼と協調をもって共同事業に参

加し得る体制を確保する必要がある。

以上の点から、事業の実施に当たって必要な事項について、構成法人間の合意を形成すると

ともに、規則等の整備に当たっては、以下の事項に留意しつつ、構成法人間で十分協議して決

定するものとする。

(1)規則の策定方法

①運営委員会で承認された規則等は各構成委員が記名捺印し、各々一通を保有する。

②以後に生じた改廃事項については①に準じ覚書として作成する。

(2)主要規則等整備

次に掲げる経理取扱規則、業務処理規則等についてその整備に努めるものとする。

①経理取扱規則

・経理処理担当部署

・会計期間

・会計記録の保存期間

・受託金額の配分

・支払

・実行予算報告
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・決算

・決算の監査

・その他

②業務処理規則

・業務処理委員会

・分掌事務

○コンソーシアム協定書（例）

今回の申請書の提出に当たっては、組織目的、運営方法等に関する協定書の提出を求めてい

るが、その協定書については次の例を参考に作成すること。

掛川市○○○○管理運営業務コンソーシアム協定書（例）

（目 的）

第１条 本協定は、コンソーシアムを設立して、掛川市○○○○管理運営業務（以下「本業務」

という。）を効率的に営み、優れた成果を達成することを目的とする。

（名 称）

第２条 本協定に基づき設立するコンソーシアムは、「○○○○」（以下、「本コンソーシアム」

という。）と称する。

（構成法人の住所及び名称）

第３条 本コンソーシアムの構成法人は、次のとおりとする。

（１）○○県○○市○○町○○

○○○○

（２）○○県○○市○○町○○

○○○○

（３）○○県○○市○○町○○

○○○○

（４）○○県○○市○○町○○

○○○○

（代表法人）

第４条 本コンソーシアムの代表法人は、○○○○とする。

（代表法人の権限）

第５条 本コンソーシアムの代表法人は、本業務の実施に関し、本コンソーシアムを代表して委

託者と折衝する権限並びに本コンソーシアムの名義をもって委託料の請求、受領及び本コンソ

ーシアムに属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成法人の連帯責任）

第６条 本コンソーシアムは、本業務の執行に関して連帯して責任を負うものとする。

（各構成法人の業務）

第７条 各構成法人の業務は、次のとおりとする。ただし、各構成法人が担当する業務の一部に

つき委託者と契約内容の変更があったときは、それに応じて担当する業務の変更があるものと

する。

２ 前項に規定する各構成法人の業務に係る費用については、運営委員会において受託額の範囲

内で決定する。委託者との間で契約内容が変更されたときも同様とする。

構成法人名：実施する業務

構成法人名：実施する業務
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構成法人名：実施する業務

構成法人名：実施する業務

（運営委員会）

第８条 本コンソーシアムは、構成法人全員をもって運営委員会を設け、本業務の運営にあたる

ものとする。

（業務処理責任者）

第９条 本コンソーシアムは、その構成員の中から、本業務の実施に関する業務処理責任者を

選出し、本業務に係る指揮監督権を一任する。

（業務担当責任者）

第１０条 本コンソーシアムの各構成員の代表者は、業務処理責任者とともに本業務の実施業

務に従事する業務担当責任者を指名する。

（取引金融機関）

第１１条 本コンソーシアムの取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本コンソーシアムの代

表法人の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（構成法人の個別責任）

第１２条 本コンソーシアムの構成法人がその担当する本業務の執行に関し、当該構成法人の責

めに帰すべき事由により委託者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成法人がこれを負担

するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１３条 この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。

（業務途中における構成法人の脱退）

第１４条 構成法人は、本コンソーシアムが業務を完了する日までは脱退することができない。

（業務途中における構成法人の破産又は解散に対する措置）

第１５条 構成法人のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存

構成法人が共同連帯して当該構成法人の担当する業務を実施するものとする。

（協定書に定めのない事項）

第１６条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

（管轄裁判所）

第１７条 本協定の紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。

代表法人○○○○外●者は、上記のとおり本コンソーシアム協定を締結したので、その証とし

て本正本●通及び副本１通を作成し、各構成法人が記名押印の上、正本については構成法人が

各１通を保有し、副本については委託契約書に添えて発注者に提出する。

平成 年 月 日

代表法人 （所在地）

（名 称）

（代表者）

構成法人 （所在地）

（名 称）

（代表者）

構成法人 （所在地）

（名 称）

（代表者）

構成法人 （所在地）

（名 称）

（代表者）



別紙２

掛川市南体育館
指定管理業務仕様書

平成２５年１２月

掛川市教育委員会 社会教育課 スポーツ振興係

１ 本仕様書の目的
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本仕様書は、掛川市教育委員会（以下「教育委員会」という。）と指定管理者が相互に協力し、

掛川市南体育館（以下「本施設」という。）を適正かつ円滑に管理運営するために必要な事項を

定めることを目的とする。

２ 本施設の設置目的と指定管理者の指定の意義

スポーツの振興を図るとともに、市民の健康及び体力を増進させることが本施設の設置目的

である。

教育委員会と指定管理者は、本施設の管理運営業務に関して、教育委員会が指定管理者の指

定を行うことの意義が、健康づくりやスポーツ活動への参加促進、心身の健全な発達、健康の

維持及び体力の向上に関する指定管理者の能力を活用し、市民の豊かで充実した生活の実現に

貢献するとともに、収支的にも健全かつ安定的な施設経営の実現を図ることにあることを確認

する。

３ 公共性及び民間事業の趣旨の尊重

指定管理者は、本施設の設置目的及び指定管理者の指定の意義を理解し、常に公共性の保持

に努めるとともに、善良な管理者の注意をもって管理運営業務を行うものとする。

また、教育委員会は、管理運営業務が収益事業をも営む民間事業者等によって実施されるこ

とを理解し、その趣旨を尊重するものとする。

４ 管理運営業務の対象施設

指定管理者が管理運営を行う本施設の名称及び所在地については、次のとおりとする。

(1)施設の名称及び所在地

掛川市南体育館 掛川市大渕１４２３４番地の１

(2)施設概要

①敷地面積 １５，７７８㎡

②建築面積 ２，８１９㎡

③延床面積 ３，３８４㎡

④主要体育施設

・アリーナ（１，３８３㎡）

バレーコート３面・バスケットコート２面・バドミントンコート８面

・体力測定室（３０３㎡）

・トレーニング室（１１４㎡）

・２階観覧スペース（４５６㎡）

⑤その他主要設備等

・太陽光発電設備

・非常用発電設備

・受水槽

・防災用井戸

・防災倉庫

・駐車場

・駐輪場

・芝生広場
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・屋外トイレ

５ 指定管理期間

最長１０年以内とする。

６ 業務要求水準

教育委員会は、市民満足度の高い効率的・効果的な施設の管理運営を確保するために、指定

管理者に次の業務要求水準を課すものとする。

なお、業務要求水準の数値は４ヵ月ごと及び年度末に行う利用者満足度調査により把握する

ものとする。

評価項目 評価指標 要求水準

Ａ 施設全体の満足度

４ヵ月に１度集計し、「満足」

Ｂ サービス内容の満足度 又は「ほぼ満足」と回答した

利用者の割合

Ｃ 従業員応対の満足度 ９０％以上

集計対象者は１００人以上と

Ｄ 施設安全対策の満足度 する

Ｅ 美観・清潔感の満足度

Ｆ 施設の利用者数（人） 教育委員会は、指定管理者が策定する事業計画書の内容に

基づき、協定締結時に施設利用者数の数値目標を設定する。

７ 施設設備等に対する指定管理者の投資

指定管理者は、施設の設置目的が損なわれない範囲で、利用者のサービス向上のために施設

の新築、増改築及び機械設備の充実等、教育委員会が承認した事業計画に基づき、指定管理者

自ら投資を行うことができるものとする。

指定管理期間満了時或いは指定管理者交代時における本資産の取り扱いは、投資に関する事

業計画が提出された際に双方で事前協議し決めておくこととする。

８ 開館時間及び休館日

本施設に関する条例及び規則では、原則的な開館時間及び休館日を定めているが、これを指

定管理者が自ら策定した事業計画に整合する内容で再設定し、教育委員会の承認を得て変更す

ることができるものとする。

なお、開館時間及び休館日を変更する場合は、これを広く周知するものとする。

(1)条例及び規則において規定する開館時間及び休館日

①開館時間
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午前９時から午後９時３０分

②休館日

月曜日（休日を除く。）及び１２月２８日から翌年の１月３日まで

９ 管理運営業務の根拠法規等

指定管理者は、管理運営業務を行うにあたっては、本書のほか、指定管理者が策定し教育委

員会が承認した事業計画書及び次に掲げる関係の法令等の定めるところによるものとする。

(1)地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「自治法」という｡)

(2)個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」という。）

(3)掛川市南体育館条例（平成25年掛川市条例第32号。以下「体育館条例」という。）

(4)掛川市南体育館条例施行規則（平成25年掛川市教育委員会規則第５号。以下「体育館

規則」という｡)

(5)掛川市情報公開条例（平成17年掛川市条例第15号。以下「情報公開条例」という。）

(6)掛川市個人情報保護条例（平成17年掛川市条例第16号。以下「個人情報保護条例」という。）

(7)掛川市環境基本条例（平成17年掛川市条例第227号。以下「環境条例」という。）

(8)掛川市会計規則（平成17年掛川市規則第32号。以下「会計規則」という。）

(9)その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等

１０ 管理運営業務の内容

指定管理者が行う管理運営業務の内容は、次に掲げるとおりとする。

(1)施設の使用許可に関する業務

(2)施設の利用料金徴収に関する業務

(3)施設の利用料金減免に関する業務

(4)施設の設備、備品等の維持管理及び修繕に関する業務

(5)施設の安全確保、警備及び環境衛生に関する業務

(6)利用者の安全確保及び事故防止に関する業務

(7)施設の利用促進及び心身の健全な発達、健康の維持及び体力の向上事業の企画実施に関す

る業務

(8)事故・災害発生時における救助及び応急措置に関する業務

(9)地域への貢献活動に関する業務

(10)地震、津波等の自然災害、事件及び事故などが発生した際の防災拠点としての機能発揮、

支援に関する業務

(11)前各号のほか、教育委員会が施設の管理運営に関して必要と認めた業務

１１ 禁止事項

次の事項については、禁止することとする。

(1)教育委員会の承認がない事業計画の実施

(2)公の秩序または善良な風俗を乱す恐れがあると認められる行為

(3)集団的または常習的に暴力的不法行為を行う恐れがある組織の利益になると認められる

行為

(4)その他本施設の使用を不適当と認めるとき
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１２ 利用料金

利用料金については、本施設の条例に定める金額の範囲内において、あらかじめ教育委員会

の承認を得て、指定管理者が定める。利用料金については、自治法第244条の２第８項の規定に

基づく利用料金制度により、指定管理者の収入とする。

また、指定管理者が策定し教育委員会の承認を得て実施する自主事業で得た収入についても、

指定管理者の収入とする。

１３ 利用料金を免除した場合における減収分の補てん費の支払方法等

利用料金の減免規定に基づき利用料金を免除した場合の減収分については、教育委員会が指

定管理者に対して補てん費として支払うものとする。

また、災害発生時の防災拠点等としての協力に要した費用については、教育委員会と指定管

理者の協議の上、適当と認められる費用について教育委員会が負担するものとする。

(1)教育委員会は、指定管理者の請求に基づき、支払うものとする。

(2)指定管理者は、完了報告書の提出時に教育委員会に対して精算請求を行うものとし、教育

委員会は、その請求書を受理した日から３０日以内に指定管理者に対して支払うものとす

る。

１４ 区分会計の独立

指定管理者は、管理運営業務に関する経理を専用の口座で管理し、自身の団体と独立して管

理することとする。

１５ 指定管理料の支払い方法

(1)教育委員会は、指定管理者に対し、指定管理料を一括或いは分割して支払うものとする。

(2)指定管理者は、完了報告書の提出後、教育委員会に対して指定管理料の精算請求を行うも

のとする。

ただし、分割の場合、その請求額は、指定管理料から概算払い金額を差し引いた金額とす

る。

(3)教育委員会は、その請求書を受理した日から３０日以内に指定管理者に対して指定管理料

を支払うものとする。

(4)指定管理料は、精算しないものとする。

１６ 独立採算制による管理運営への移行の検討

教育委員会は、管理運営業務の開始後、施設の収支状況を評価し、収支均衡が図られると判

断するときは、指定管理者と指定管理料の減額について検討することとする。

さらに、収入額が支出額を上回ると判断するときは、指定管理料の支出を取り止め、独立採

算制による管理運営への移行を検討することとする。

１７ 管理運営業務の履行体制
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指定管理者は、管理運営業務を行うにあたって、事業計画を確実に履行する体制を構築する

ことはもちろんのこと、次の者を必ず配置選任することとする。

(1)統括責任者１人を置くこと。

(2)その他、消防法等に定められた人員の選任等を行うこと。

１８ 年度事業計画書の提出

(1)指定管理者は、毎年度の管理運営業務開始日の１５日前までに、教育委員会に対して次に

掲げる事項を記載した年度事業計画書を提出し、承認を受けるものとする。

①管理運営業務の方針及び重点課題

②管理運営業務の年間目標

・業務要求水準に対する目標

・利用料金収入

③施設管理及び自主事業の実施計画

④収支計画書

⑤職員体制の組織図

(2)指定管理者は、前項の計画書に変更が生ずるときは、あらかじめ教育委員会と協議したう

えで、計画変更の承認を受けるものとする。

ただし、年間利用料金収入総額及び管理費支出予算総額を変更する場合は、毎年度１０月

末日までに協議をしなければならない。

(3)指定管理者は、事業計画書の提出とあわせ、防災対策、情報漏洩対策、事件、事故に対す

る職員行動等に関する危機管理マニュアルを教育委員会に提出し、承認を受けるものとす

る。

１９ 自主事業

指定管理者は、民間事業者等の企画力、サービス力に富んだサービスを提供し、もって市民

の豊かで充実した生活を実現するため、また健全かつ安定的な施設経営の実現を図るため、自

主事業を積極的に行うものとする。

(1)指定管理者は、自主事業の計画をあらかじめ年度事業計画に定め、事前に教育委員会の承

認を得るものとする。

(2)指定管理者は、自主事業の実施において本施設を使用するときは、本施設の条例に定める

利用料金を支払わなくてよいものとする。

２０ 定期報告の義務

指定管理者は、４ヵ月ごとに管理運営業務の終了後１５日以内に、次に掲げる事項を記載し

た管理運営業務定期報告書を教育委員会に提出し評価を受け、以後の管理運営業務に必要な改

善を行わなければならない。

ただし、(2)(3)(5)(6)(7)については、毎月教育委員会に報告するものとする。

(1)業務要求水準の達成状況

ア）施設全体の満足度

イ）サービス内容の満足度

ウ）従業員応対の満足度

エ）施設安全対策の満足度
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オ）美観・清潔感の満足度

(2)収支状況

ア）全体

イ）施設機能別

(3)施設の月別利用者状況

ア）全体

イ）施設機能別

ウ）各種大会等

(4)事業計画の実施状況

(5)施設の維持管理状況

(6)管理運営に対する苦情・意見・要望等の処理顛末状況

(7)その他管理運営の実態を把握するために必要な事項

２１ 完了報告書の提出

指定管理者は、毎年度の管理運営業務の終了後３０日以内に、次に掲げる事項を記載した完

了報告書を教育委員会に提出し評価を受けなければならない。

ただし、指定管理者が、年度の途中において自治法第244条の２第11項の規定により指定管理

者の指定を取り消されたときは、取り消しの日から起算して３０日以内に、取り消しの日まで

の間の完了報告書を提出しなければならない。

(1)業務要求水準の達成度

ア）施設全体の満足度

イ）サービス内容の満足度

ウ）従業員応対の満足度

エ）施設安全対策の満足度

オ）美観・清潔感の満足度

(2)収支決算書

ア）全体

イ）施設機能別

(3)施設の月別間利用者実績

ア）全体

イ）施設機能別

ウ）各種大会等

(4)事業計画の実施結果

(5)施設の維持管理結果

(6)管理運営に対する苦情・意見・要望等の処理顛末

(7)その他管理運営の実態を把握するために必要な事項

２２ 管理運営業務の再履行

教育委員会は、管理運営業務の内容が、根拠法令、承認済みの事業計画内容に適合しないも

のであるときは、指定管理者に対してその業務の再履行を命ずることができる。この場合にお

いて、再履行に要する費用は、指定管理者の負担とする。

２３ 帳簿の保管・整備等
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(1)指定管理者は、次に掲げる書類を教育委員会から引継ぎ、常備するものとする。

①施設の完成図（建築・電気・設備）

②施設の保証書（建築・電気・設備）

③施設の取扱説明書（建築・電気・設備・備品）

④その他施設建築工事に関する書類・図面等

(2)指定管理者は、次に掲げる帳簿等を作成し、常備するものとする。

①施設の利用状況、管理運営業務の実施状況等を日ごとに記録した書類（業務日誌）

②利用料金の徴収実績が証明できる帳票、帳簿及び計算書

③利用料金の減免に係る書類

④支出経理簿及び領収書（又は請求書）

⑤中長期修繕計画書

⑥その他教育委員会が必要と認めるもの

(3)前各号の帳簿等は、指定管理期間終了後５年間保管するものとする。

(4)指定管理者は、指定管理期間が満了し、又は自治法第244条の２第11項の規定により指定

を取り消された場合は、関係帳簿等を速やかに市に引き渡すものとする。

２４ 備品等の貸与

(1)教育委員会は、管理運営業務に必要な備品等（以下「備品等」という。）を指定管理者に

無償で貸与するものとする。

(2)前項の備品とは、備品台帳に掲げるものをいう。

(3)指定管理者は、貸与を受けた備品等を善良な管理者の注意をもって管理するものとし、

損傷又は亡失したときは、直ちに教育委員会に報告しなければならない。

(4)指定管理者が貸与を受けた備品等の修繕又は更新については、教育委員会が行うものと

する。

(5)指定管理者は、貸与を受けた備品等を管理運営業務以外に供してはならない。

(6)指定管理者は、指定管理期間が満了し、又は自治法第244条の２第11項の規定により指定

を取り消されたときは、貸与を受けた備品等を速やかに教育委員会に返還するものとする。

２５ 建物の修繕

(1)建物の躯体、防水、外装及び基幹的な設備の改修整備については、教育委員会が行うも

のとする。ただし、１件につき10万円未満の現状の機能を回復するための簡易な修繕又

は工事については、指定管理者が行うものとする。

(2)利用者の安全確保のために緊急を要する修繕工事の場合は、10万円を超えるものであっ

ても、指定管理者が行うことができるものとする。

この際に要した費用は、指定管理者の請求に基づき教育委員会が負担するものとし、教

育委員会は、その請求書を受理した日から３０日以内に指定管理者に支払うものとする。

２６ 定例会議の開催

指定管理者は、施設の管理運営業務を良好かつ円滑に遂行するために、開催日を教育委員会

と協議して定め、定期的に会議を開催するものとする。
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２７ 個人情報の保護

指定管理者は、個人情報保護法及び個人情報保護条例の規定に準拠し、管理運営業務の実施

に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及びき損等の事故の防止その他個人情報の適切な管理

のために必要な措置を講じなければならない。

２８ 情報公開

指定管理者は、管理運営業務に関して、情報公開条例に基づき情報公開請求がなされたとき

は、情報公開しなくてはならない。

２９ 臨機の措置

指定管理者は、管理運営業務に関して事故が発生したときは、臨機の措置を講ずるとともに、

直ちに教育委員会に報告するものとする。

教育委員会は、特に必要と認めるときは、指定管理者に対して所要の措置を指示することが

できるものとする。

３０ 責任分担

教育委員会と指定管理者の責任分担は、原則次のとおりとする。

項 目 教育委員会 指定管理者

制度・法令変更 施設管理・運営に影響を及ぼす法令等の変更 ○

指定管理者自身に影響を及ぼす法令等の変更 ○

税制度の変更 施設管理・運営に影響を及ぼす税制変更 ○

一般的な税制変更 ○

物価・金利変動 物価・金利変動に伴う経費の増 ○

運営費の膨張 人件費等の運営費の膨張 ○

利用者の変動 教育委員会の事情による利用者の減 ○

事業計画による利用者見込みとの相違 ○

施設設備等の損傷 管理上の瑕疵による施設・設備・備品等の損傷 ○

経年劣化等管理上の瑕疵によらない施設・設備・備 協議事項

品等の損傷

損害賠償 管理上の瑕疵による施設・設備・備品等の不備によ ○

る事故や火災等に伴う利用者への損害

管理上の瑕疵によらない施設・設備・備品等の不備 協議事項

による事故や火災等に伴う利用者への損害

運営リスク 管理上の瑕疵による施設・設備・備品等の不備によ ○

る事故や火災等に伴う臨時休業等の運営リスク

管理上の瑕疵によらない施設・設備・備品等の不備 協議事項

による事故や火災等に伴う臨時休業等の運営リスク

不可抗力 自然災害等による施設・設備・備品等の損傷、利用 協議事項

者への損害、臨時休業等に伴う運営リスク
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指定期間開始前の準備及び業務引き継ぎに係る費用負担 ○

施設の管理運営 ○

利用者及び地域住民等からの要望、苦情及び訴訟等対応 ○

施設の修繕、改修等
※１

協議事項 ○

（ただし、指定管理者の提案に基づくものは除く） １件10 万円 １件10 万円

以上の場合 未満の場合

施設の基幹的設備の整備・改修 ○

備品等の維持管理（物品の盗難、 管理責任に係るもの ○

施設の損壊、情報漏洩等） 所有権に係るもの ○

施設の使用許可等 ○

施設の目的外使用許可 ○

利用料金の徴収 ○

減免の決定 ○

第三者への賠償 ※２○

災害時対応 現場対応 ○

指示 ○

事故、火災等による施設の復旧 ※３協議事項

天災その他不可抗力による施設の復旧 ○

※１ 原則として教育委員会の負担とするが、協議のうえ指定管理者負担となる場合がある。

※２ 指定管理者の責めに帰すべき事由により利用者及び周辺住民等に損害を与えた場合が

対象となる。

※３ 事案ごとの原因により判断するが、第一次責任は指定管理者が有するものとする。

指定管理者が負担するものの内、指定管理の継続に重大な影響を及ぼす事案につい

ては、その都度協議するものとする。

３１ 災害時等の施設の管理

(1)教育委員会は、次のいずれかに該当するときは、施設を閉館し、教育委員会の管理下に

置くことができるものとする。

①災害の観測情報や警戒宣言が発せられた場合等において、市民の安全確保のために閉

館する必要があると教育委員会が認めるとき。

②災害が発生し、市民の避難施設や災害救援の拠点施設として使用する必要があると教

育委員会が認めるとき。

③その他の理由により、閉館する必要があると教育委員会が認めるとき。

(2)施設を閉館した場合において、管理費の取り扱いその他必要な事項については、教育委

員会と指定管理者が協議の上、決定するものとする。

３２ 環境条例の遵守

指定管理者は、施設の管理運営業務にあたっては、環境条例を遵守し、温室効果ガス排出削

減等の環境への配慮に努めるものとする。

３３ 目的外の使用
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(1)指定管理者は、施設の設置目的以外の目的で施設を使用するときは、教育委員会に対し

て行政財産使用許可申請書を提出し、許可を受けなければならない。

(2)指定管理者は、第三者から前項と同様な趣旨による体育館の使用願いがあったときは、

その願出を受理することなく、願出人に対して教育委員会へ願出るように指導するもの

とする。

(3)教育委員会は、前項の願出があったときは、指定管理者と協議の上、管理運営業務に支

障がなく、かつ市民サービスの向上に貢献すると認めるときは、許可するものとする。

３４ 再委託の取り扱い

(1)指定管理者は、受託業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできないも

のとする。

(2)指定管理者は、施設の管理運営を効率的・効果的に行う上で必要と判断するときは、業

務の一部を第三者に委託することができるものとする。

この場合において、施設の特定利用団体や支援組織等が協働の精神に立脚して施設管理

業務に参画する意思があるときは、積極的に当該団体等に対し部分委託することとする。

(3)指定管理者は、施設の管理運営業務の一部を第三者に委託するときは、書面により教育

委員会に報告するものとする。

(4)指定管理者は、サービスの向上や事業の実施等について、市民、ボランティア及びＮＰ

Ｏ等の参画機会を積極的に確保するものとする。

３５ 権利義務の譲渡等の禁止

指定管理者は、協定に基づいて生ずる権利義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、又は

権利を担保に供してはならない。

３６ 指定管理者の取り消し等

(1)教育委員会は、次のいずれかに該当するときは、自治法第244条の２第11項の規定により、

指定管理者とする指定を取り消し、又は期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部

の停止を命ずることができる。

①自治法第244条の２第10項の規定に基づき行う教育委員会の指示に指定管理者が従わ

ないとき。

②指定管理者が、関係法令や協定の規定に違反したとき。

③指定管理者が、協定期間内に管理運営業務を履行しないとき、又は履行の見込みがな

いと教育委員会が認めるとき。

④指定管理者の故意又は重大な過失により教育委員会に損害を与えたとき。

⑤その他指定管理者に管理運営業務を行わせることが適当でないと教育委員会が認める

とき。

(2)協定の締結後、事情の変化により、教育委員会が管理運営業務を指定管理者に処理させ

る必要がなくなったときは、双方協議の上、協定を解除することができる。

３７ 違約金
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安定かつ適切な施設の管理運営を確保するため、指定管理者が正当な理由がなく施設の管理

運営業務を実施しない等の理由で指定管理を取り消されたときや、指定管理者の自己都合によ

り指定管理期間満了前に撤退したときは、教育委員会は指定管理者に対し違約金を請求する。

(1)違約金の額は、前年度の年間施設管理運営費決算額を１２で除し、１ヵ月分の概

算施設管理運営費を算出した上で、その４ヵ月分に相当する額とする。

なお、算出額に千円未満の端数が生じる場合は、切り捨てるものとする。

新設施設については、推定される年間施設管理運営費を基礎とする。

(2)納入期限は、教育委員会から違約金の請求があった日から３０日以内とする。

３８ 損害賠償責任

(1)指定管理者は、次のいずれかに該当するときは、その損害を賠償する。

なお、この場合において違約金の額を超えて教育委員会に損害が発生したときは、教育

委員会は指定管理者にその損害を追加請求する。

①本施設の管理運営の実施に関し、指定管理者の責めに帰すべき理由により、教育委員

会又は第三者に損害を与えたとき。

②教育委員会が、自治法第244条の２第11項の規定により、指定管理者とする指定を取り

消し、又は期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、

教育委員会に損害を与えたとき。

③指定管理者の自己都合により指定管理期間満了前に撤退し、教育委員会に損害を与え

たとき。

(2)前記(1)の②及び③の場合の、損害賠償の金額は、前年度の年間施設管理運営費決算額を

３６５日で除し、１日当たりの概算施設管理運営費を算出した上で、次の指定管理者が

決定するまでの期間（日数）を乗じた額とする。

また、この日数を算出するにあたり、次の指定管理者が決定するまでの期間中に休館

日等が含まれていても、１日として算入する。

なお、算出額に千円未満の端数が生じる場合は、切り捨てるものとする。

新設施設については、推定される年間施設管理運営費を基礎とする。

(3)教育委員会は、本施設の設置者の責任において、火災のほか必要な損害賠償等の保険に

加入する。

(4)指定管理者は、教育委員会の損害賠償に対応できるような賠償資力を確保するため、適

切な保険に加入することとする。

(5)指定管理者は、自治法第244条の２第11項の規定により、指定の取り消しを受け、又は期

間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じられた場合において、教育委

員会に対してその損害を請求することができないこととする。

３９ 原状回復

(1)指定管理者は、指定管理期間が満了し、又は自治法第244条の２第11項の規定により指定

を取り消されたときは、施設及び設備を原状に回復し、速やかに教育委員会に引き渡す

ものとする。

ただし、指定管理期間満了後も、引き続き指定管理者として管理運営業務を行う場合及

び原状を回復するに及ばないと教育委員会が認める場合は、この限りでない。

(2)前記(1)の場合において、指定管理者の投資によって形成された資産がある場合は、投資
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に関する事業計画が提出された際の事前協議結果に基づき、指定管理期間満了時或いは

指定管理者交代時において、譲渡、残存価値による買い取り、撤去等の処理を行うもの

とする。

ただし、指定管理者の責めに帰すべき理由により、指定管理者が交代する場合には、教

育委員会は事前協議の結果に関係なく残存価値による買い取りを行わないものとする。

４０ 重要事項の変更の届出

指定管理者は、定款、事務所の所在地、代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく教育委員

会に届け出なければならない。

４１ 立入調査

教育委員会は、必要に応じて、管理運営業務に関する指定管理者の労務管理、施設管理、備

品管理、物品管理、帳簿管理、経理等の実態を把握するため、立入調査を実施するものとする。

４２ 指定管理者の引き継ぎ

(1)指定管理者は、指定管理期間が満了し、又は自治法第244条の２第11項の規定により指定

を取り消されたときは、教育委員会の指示に従って、新たな指定管理者に対し、管理運

営業務を円滑に継続するために必要な引継ぎを行うものとする。ただし、指定管理期間

満了後も、引き続き指定管理者として管理運営業務を行うときは、この限りでない。

４３ 疑義の解決

自治法、個人情報保護法、体育館条例、体育館規則、個人情報保護条例、環境条例、会計規

則、規定集、仕様書及びこの協定書に定めるもののほか、必要な事項については、双方協議の

上、決定するものとする。


